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第２回 県立日南病院を中心とした県南地域の公立病院のあり方検討委員会の開催結果について
１ 第２回あり方検討委員会の概要

開催日：令和８年８月２５日（火）
場 所：日南市役所本館２階会議室
出席委員：９名（1名欠席）

２ 議事
① 医療需要等調査に基づく日南串間医療圏の現状と課題について
② 両院の担うべき医療機能や連携のあり方について
③ 日南市立中部病院が移転する場合の候補地の検討について

３ 委員からの主な意見
○ 医療資源が限られる中、他の医療圏との広域連携も検討するべきである。
○ 中部病院は将来的には回復期を中心とするが、当面は、高齢者救急や地域急性期は

一定程度対応していくことになると思われる。
○ 医療機器の共同利用に当たっては、両院が必要な検査を補完し合えるような体制にするこ

とが重要である。
○ 今後増加が見込まれる高齢患者については、プライマリ・ケアにより、一定程度、入院や

夜間救急を防ぐことができるため、総合診療ができる医師の養成を考えていくべきである。
○ 中部病院が日南病院の隣接地に移転した場合は、救急搬送時間の短縮や、それに伴う患者

の負担軽減に繋がるなどのメリットがある。

４ 今後の検討の方向性
① 今後の役割分担について、県立日南病院については急性期を中心に担い、

中部病院については回復期を中心に担う。
なお、中部病院については、当面の間、高齢者救急や地域急性期も担う。

② 両院の担うべき医療機能や連携のあり方については、引き続き具体的に検討を進める。
③ 中部病院の移転については、災害対応に加え、診療面の連携や救急運用等の観点から、

県立日南病院の隣接地が最適であり、今後は、当該地への移転を想定し検討する。
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医療需要調査に基づく日南串間医療圏の現状と課題

株式会社日本経営
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1-1．日南串間医療圏の入院患者数推計

• 2020年から2040年にかけて、入院患者数は14.9％～21.3%減少する見込みである。

出典：国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計） 」および厚生労働省 (2023) 「令和5年患者調査」 を基に推計。
受療率は都道府県データを使用。
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1-2．日南串間医療圏の外来患者数推計

• 外来患者は2020年から2040年にかけて、26.8％減少する見込みである。

出典：国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計） 」および厚生労働省 (2023) 「令和5年患者調査」 を基に推計。
受療率は都道府県データを使用。

100.0%
93.3%

86.9%
80.0%

73.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

2020 2025 2030 2035 2040

外来患者数の増減率推計（対2020年比）

外来患者数
：▲26.8%

病院局 7



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 8

1-3．日南串間医療圏の手術件数推計

• 2020年から2040年にかけて、手術件数は24.0％～30.0％減少する見込みである。

出典：国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計） 」および厚生労働省 (2023) 「令和5年患者調査」 を基に推計。
受療率は都道府県データを使用。
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2-1．日南保健所データ
日南市患者の地域完結率

• 日南市内に住む高齢患者に対して、外来患者はほぼ市内で対応できており、入院患者は約

90％を医療圏で対応できている。

• 高度急性期の入院医療は、宮崎市へ27.1％の流出がみられる。

＜備考＞
地域完結率は、保険者市区町村が日南市かつ医療機関市区町村が日南市のレセプト件数を保険者市区町村が日南市のレセプト件数で除して算出。
外来 ：初診料および再診料・外来診療料のレセプト件数をもとに算出。
高度急性期 ：救命救急入院料・ICU・HCU・SCU、急性期は一般入院基本料（７対１・10対１）および特定機能病院一般入院基本料、
回復期 ：一般入院基本料（13対１・15対１）地域包括ケア病棟・回復期リハビリテーション病棟入院料３、
慢性期 ：療養病棟入院基本料・緩和ケア病棟入院料・特殊疾患病棟入院料・管理料、
小児・産婦人 ：小児入院医療管理料・新生児特定集中治療室管理料（NICU）のレセプト件数をもとに、算出

入院

- 急性期

外来

- 回復期

- 高度急性期

- 慢性期

- 小児・産婦人
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2-2．日南市救急搬送データ①
重症度別の地域完結率

• 日南市管内で発生した救急搬送について、全体では約90％を医療圏内で完結できている。

• 重症度が上がるほど宮崎市への流出が見られる。

出典：日南市消防本部が保有する救急活動ローデータ（2025年）を基に株式会社日本経営にて加工・分析。
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2-3．日南市救急搬送データ②
発生時間帯別の地域完結率

• 発生時間帯を問わず宮崎市への搬送（医療圏外流出）が約１割見られる。

出典：日南市消防本部が保有する救急活動ローデータ（2025年）を基に株式会社日本経営にて加工・分析。
備考：発生時間帯は「日中：午前8時～午後6時」、「夜間：午後6時～午後10時、午前6時～午前8時」、「深夜：午後10時～午前6時」として定義

総件数その他宮崎市串間市日南市発生時間帯

1,4050.4%9.5%1.1%89.0%日中

4790.2%7.7%0.6%91.4%夜間

3250.0%10.5%0.3%89.2%深夜

2,2090.3%9.2%0.9%89.5%合計
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2-4．日南市救急搬送データ③
事故種別の地域完結率

• 転院搬送および自損行為の場合、医療圏外の宮崎市への搬送される割合が高い。

出典：日南市消防本部が保有する救急活動ローデータ（2025年）を基に株式会社日本経営にて加工・分析。

件数搬送割合
事故種別

うち宮崎市総数その他宮崎市串間市日南市

671,3210.2%5.1%0.7%94.1%急病

143470.6%4.0%0.6%94.8%一般負傷

963410.3%28.2%2.1%69.5%転院搬送

131200.8%10.8%1.7%86.7%交通

6460.0%13.0%0.0%87.0%労働災害

2170.0%11.8%0.0%88.2%運動競技

6147.1%42.9%0.0%50.0%自損行為

020.0%0.0%0.0%100.0%加害

010.0%0.0%0.0%100.0%火災

2042,2090.3%9.2%0.9%89.5%総計
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2-5．日南市救急搬送データ④
転院搬送事例のうち宮崎市で対応している疾患（重症・中等症）

• 宮崎市への転院搬送は消化系と心疾患の件数が多い。

出典：日南市消防本部が保有する救急活動ローデータ（2025年）を基に株式会社日本経営にて加工・分析。

宮崎市への搬送割合転院搬送全体の件数宮崎市への転院搬送件数疾患分類

46.0%6329消化系

37.7%6123心疾患

26.2%4211呼吸系

34.6%269その他

15.2%467脳疾患

13.3%304非開放性骨折

50.0%63新生物

60.0%53感覚系

40.0%52精神系

25.0%82症状、徴候及び診断名不明確の状態

100.0%11熱傷・火傷

94総計
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2-6．日南市救急搬送データ⑤
搬送先医療機関別・重症度別の搬送状況

• 日南市内では県立日南病院と日南市立中部病院が主に対応している。

• 宮崎市に流出している事例は、宮崎大学医学部附属病院や県立宮崎病院が主に対応している。

出典：日南市消防本部が保有する救急活動ローデータ（2025年）を基に株式会社日本経営にて加工・分析
備考：日南市、宮崎市で搬送件数10件未満の医療機関は「その他医療機関」として合計している

重症度別の総搬送件数に対する割合重症度別の搬送件数搬送先医療機関市町村 重症中等症軽症総計死亡重症中等症軽症
55.1%63.4%30.3%1,09355158610270県立日南病院

日南市

9.4%12.5%30.9%431927120275日南市立中部病院
4.9%1.9%3.3%643141829なんごう病院
0.0%0.5%6.3%6100556かわにし脳神経外科
1.4%2.9%2.5%55142822春光会記念病院
2.4%1.2%4.0%55071236川越整形外科
0.0%0.2%3.0%2900227松田整形外科ペインクリニック
1.0%1.1%1.5%27031113おび中央病院
0.0%0.0%2.1%1900019福岡医院
0.0%0.1%1.6%1500114えとう循環器科・内科クリニック
0.0%0.0%1.5%1300013山口内科クリニック
0.0%0.0%1.3%1200012にちなんファミリークリニック
0.0%0.3%1.0%120039愛泉会日南病院
0.0%0.4%0.7%100046河野医院
0.7%1.2%7.5%82121267その他医療機関（10件未満）
1.0%0.5%0.6%130355串間市民病院串間市 0.3%0.5%0.1%70151県南病院
10.1%5.0%0.3%80029483宮崎大学医学部附属病院

宮崎市
7.0%3.5%0.6%60120345県立宮崎病院
1.0%1.5%0.0%1703140宮崎市郡医師会病院
0.0%1.5%0.2%1600142宮崎善仁会病院
2.4%0.5%0.0%120750ドクターヘリ宮崎大学附属病院
2.1%0.9%0.4%190694その他医療機関（10件未満）
1.0%0.2%0.2%70322その他

2,20970287962890総計
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2-7．串間市救急搬送データ①
搬送先医療機関所在地と地域完結率

• 串間市管内発生の救急搬送について、串間市内で約65％、日南市を含む医療圏内では約

85％の完結率となっている。

• 重症度が上がるほど、宮崎市等の医療圏外への流出が見られる。

• 転院搬送により宮崎市等に流出する件数が一定程度見られる。

出典：串間市消防本部が保有する救急活動ローデータ（2025年）を基に株式会社日本経営にて加工・分析。 備考：重症度は初期診断医の評価を示す。

重症度別地域完結率

総件数その他宮崎市日南市串間市発生時間帯
5099.4%7.7%22.2%60.7%日中
19510.8%1.5%15.9%71.8%夜間
1207.5%4.2%15.0%73.3%深夜
8249.5%5.7%19.7%65.2%合計

発生時間帯別・事故種別ごと地域完結率

備考：発生時間帯は「日中：午前8時～午後6時」、「夜間：午後6時～午後10時、午前6時～午前
8時」、「深夜：午後10時～午前6時」として定義

件数搬送割合
うち
宮崎市

うち
日南市総数その他宮崎市日南市串間市事故種別

19675107.8%3.7%13.1%75.3%急病
2111126.3%1.8%9.8%82.1%一般負傷
227113018.5%16.9%54.6%10.0%転院搬送
27446.8%4.5%15.9%72.7%交通
241010.0%20.0%40.0%30.0%労働災害
001030.0%0.0%0.0%70.0%運動競技
0030.0%0.0%0.0%100.0%自損行為
0120.0%0.0%50.0%50.0%加害
0120.0%0.0%50.0%50.0%火災
0010.0%0.0%0.0%100.0%その他
471628249.5%5.7%19.7%65.2%総計
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2-8．串間市救急搬送データ②
転院搬送事例のうち串間市外で対応している疾患（重症・中等症）

• 心疾患や消化器系の転院搬送にて、宮崎市まで搬送されるケースが一定程度見られる。

出典：串間市消防本部が保有する救急活動ローデータ（2025年）を基に株式会社日本経営にて加工・分析。

宮崎市への
搬送割合

日南市への
搬送割合

転院搬送全体の
件数その他宮崎市日南市疾患分類

18.2%68.2%222415循環器系 心疾患

25.0%54.2%243613その他

5.0%65.0%205113循環器系 脳疾患

20.8%41.7%246510消化器系

0.0%46.7%15407呼吸器系

27.3%54.5%11136症状、徴候及び診断名不明確の状態

0.0%66.7%3002泌尿器系

0.0%100.0%2002非開放性骨折

100.0%0.0%2020新生物

0.0%0.0%1100切創

222168総計
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3-1．２病院の主な財務指標

• ２病院ともに医業損益は赤字傾向であり、一般会計負担金は増加している。

• また、医業収益に対する医業費用の割合が100％を大きく上回っており、特に給与費の割合

が高くなっている。

＜備考＞
同規模都道府県立病院平均値および同規模市町村立病院平均値は「令和７年 病院経営実態調査報告」（全国公私病院連盟）のうち、
県立日南病院は開設者が都道府県・指定都市の一般病院（200～299床）、日南市立中部病院は開設者が市町村・組合の一般病院（20～99床）を引用

同規模
都道府県立病院

平均値
2025年度2024年度

医業
収益比

医業
収益比

金額
(百万円)

医業
収益比

金額
(百万円)

100.0%100.0%4,714100.0%4,948医業収益
70.1%70.7%3,33473.2%3,624入院収益
29.0%26.6%1,25624.3%1,204外来収益
0.9%1.4%661.3%67その他医業収益

141.3%150.5%7,095140.1%6,931医業費用
76.4%80.5%3,79677.5%3,836給与費
30.2%25.7%1,21024.3%1,203材料費
24.1%26.8%1,26526.4%1,309経費
9.1%16.6%78311.2%556減価償却費

▲50.5%▲2,381▲40.1%▲1,983医業損益
35.8%1,68624.1%1,193医業外収益
12.0%5657.5%373長期前受金戻入
7.3%3426.9%341医業外費用

▲22.0%▲1,038▲22.8%▲1,130経常損益

▲17.4%▲819▲19.1%▲947簡易CF
※簡易CF＝経常損益＋減価償却費－長期前受金戻入

23.2%1,09417.5%865一般会計負担金
1.4%670.1%3補助金

同規模
市町村立病院
平均値

2025年度2024年度

医業
収益比

医業
収益比

金額
(百万円)

医業
収益比

金額
(百万円)

100.0%100.0%1,357100.0%1,366医業収益
56.4%56.0%76056.1%766入院収益
37.7%32.9%44633.5%457外来収益
5.9%11.1%15110.4%142その他医業収益

166.7%137.7%1,869131.1%1,790医業費用
100.3%92.9%1,26188.0%1,202給与費
13.7%11.1%15111.8%161材料費
33.0%24.5%33222.6%309経費
18.5%8.1%1108.0%109減価償却費

▲37.7%▲512▲31.1%▲424医業損益
38.8%52731.5%430医業外収益
6.8%925.4%74長期前受金戻入
4.0%543.9%54医業外費用

▲2.8%▲39▲3.5%▲48経常損益

▲1.6%▲21▲0.9%▲13簡易CF
※簡易CF＝経常損益＋減価償却費－長期前受金戻入

29.8%40525.0%341一般会計負担金
1.8%250.0%0補助金

県立日南病院 日南市立中部病院

病院局 17
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3-2．２病院の主な経営指標

• ２病院ともに、許可病床数ベースの病床稼働率は60％～70%台で推移している。

• ２病院ともに、救急搬送受け入れ数は減少傾向にあり、応需率は70％～80％台となっている。

＜備考＞
県立日南病院は2025年6月まで281床、2025年7月以降は229床として計算。
救急搬送応需率は救急搬送受入件数とお断り件数の総和に対する受入件数の割合を示す。

同規模
都道府県
立病院
平均値

2025年度2024年度単位

（１）入院指標

151.4171.3人/日1日平均患者数

68.9%62.6%61.0%ー許可病床稼働率：229床

61,29859,028円診療単価

3,7844,185人新入院患者数

（２）外来指標

308.0317.0人/日1日平均患者数

17,05615,922円診療単価

（３）その他の経営指標

1,1551,212件救急搬送受入件数

79.6％80.4％ー救急搬送応需率

2,5122,836件ウォークイン受入件数

1,5571,561件手術件数

577530件全身麻酔手術件数

（４）その他

築28年9ヶ月築年数（2026年8月時点）

県立日南病院

同規模
市町村
立病院
平均値

2025年度2024年度単位

（１）入院指標

61.762.4人/日1日平均患者数

80.8%70.1%70.9%ー許可病床稼働率：88床

34,14033,960円診療単価

628614人新入院患者数

（２）外来指標

194.4195.0人/日1日平均患者数

9,7329,874円診療単価

（３）その他の指標

416530件救急搬送受入件数

73.8％78.8％ー救急搬送応需率

428497件ウォークイン受入件数

5759件手術件数

00件全身麻酔手術件数

（４）その他

築26年6ヶ月築年数（2026年8月時点）

日南市立中部病院

病院局 18
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3-3．２病院の診療科別入院実績

• 県立日南病院のみで、循環器科、小児科、脳神経外科、産婦人科、眼科、泌尿器科の入院対

応を実施している。

• 日南市立中部病院には、回復期リハ病棟があり、リハビリテーション科がある。

• 皮膚科は2病院ともに若干名の入院対応をそれぞれ実施している。

＜備考＞
一般はハイケアユニット入院医療管理料および急性期一般入院料の患者の実績を示す。
県立日南病院における小児は小児入院医療管理料５（看護配置15対１）を含む。

日南市立中部病院県立日南病院

診療科
小計地ケア・回復一般小計地ケア・小児*1一般

13,99910,5563,44313,4472,33911,108内科

7,1292656,864循環器科

46544718小児科

1,5948587368,3265957,731外科

3,3112,77953212,1514,6497,502整形外科

6,9224176,505脳神経外科

2,4279451,482産婦人科

8558541眼科

3,3803,35723リハビリテーション科

122497318813355皮膚科

1,350501,300泌尿器科

22,40617,5994,80753,26010,69442,566合計

２病院の診療科別入院患者数（2025年度）

病院局 19
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3-4．２病院の紹介・逆紹介件数

• 県立日南病院の紹介受入件数は、減少傾向にあるが、入院紹介件数は増加している。
• 日南市立中部病院の紹介受入件数は、微減しているが、入院紹介件数は増加している。

日南市立中部病院県立日南病院
項目

2025年度2024年度2023年度2025年度2024年度2023年度

6106556486,1326,5487,177紹介受入件数：①

1591501482,1001,2841,421うち、入院紹介受入件数：②

26.1%22.9%22.8%34.2%19.6%19.8%入院紹介率（②÷①）

1,0911,1031,0427,2307,3998,095逆紹介件数

病院局 20



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 21

99件

3-5． ２病院の紹介入院受入実績

• 県立日南病院は年間2,100件の紹介入院を受け入れており、うち中部病院からは154件。

• 日南市立中部病院は年間159件の紹介入院を受け入れており、うち県立日南病院からは99件。

県立日南病院
（合計2,100件）

日南市立中部病院
（合計159件）

宮崎大学医学部附属病院 串間市民病院 その他

154件

50件

120件

1,776件

10件

1件

49件

2025年度2024年度2023年度

154125131日南市立中部病院

507171宮崎大学医学部附属病院

12077111串間市民病院

1,7761,0111,108その他

2,1001,2841,421合計

2025年度2024年度2023年度

998782宮崎県立日南病院

10107宮崎大学医学部附属病院

110串間市民病院

495259その他

159150148合計

県立日南病院への紹介入院件数 日南市立中部病院への紹介入院件数

病院局 21
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3-6．２病院のレセプトデータに基づく状況調査
入院患者住所地

• ２病院ともに入院患者数の80％以上が日南市に住所地がある患者である。

• 日南市内では、２病院ともに旧日南市の入院患者が多く、次いで旧南郷町、旧北郷町が多い。

患者数患者住所地
364旧日南市
29旧北郷町

174旧南郷町
37串間市
73その他

677総計

患者数患者住所地
2,233旧日南市

276旧北郷町
435旧南郷町
469串間市
244その他

3,658総計

実患者数
（人）

区町村（上位15地区抜粋）市

52大堂津旧日南市
32星倉
19平野
18吾田東（５～１１丁目）
12吉野方
11吾田西
10西弁分
9戸高
9板敷
8上平野町

72中村乙旧南郷町
30潟上
25中村甲
14郷之原旧北郷町
8大藤

実患者数
（人）

区町村（上位15地区抜粋）市

284星倉旧日南市
107平野
107吾田東（５～１１丁目）
96西弁分
93戸高
90飫肥
89大堂津
82板敷
81吾田西
73油津
68中平野

172中村乙旧南郷町
71潟上

151郷之原旧北郷町
63大藤

県立日南病院 日南市立中部病院
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3-7．２病院のレセプトデータに基づく状況調査
外来患者住所地

• 入院患者と同様に２病院ともに外来患者数の80％以上が日南市に住所地がある患者である。

• 日南市内では、２病院ともに旧日南市の外来患者が高く、次いで旧南郷町、旧北郷町が多い。

患者数患者住所地
53,318旧日南市
10,653旧南郷町
5,416旧北郷町

86日南市内かつ不明
10,077串間市
1,674その他

81,224総計

実患者数
（人）

区町村市

4,849大堂津旧日南市
2,488星倉
1,205下方
1,180戸高
1,116吾田東（5～11丁目）

986西弁分
951平野
746隈谷
708板敷

7,136中村乙旧南郷町
2,354潟上
2,264中村甲

729西町
648贄波
807郷之原旧北郷町

実患者数
（人）

区町村市

6,492星倉旧日南市
2,915吾田東（5～11丁目）
2,696平野
2,389西弁分
2,347飫肥
2,086大堂津
2,058戸高
2,038板敷
1,749中平野
1,395吾田西
1,349吉野方
4,649中村乙旧南郷町
1,462潟上
1,334中村甲
3,339郷之原旧北郷町

患者数患者住所地
25,599旧日南市
15,857旧南郷町
1,387旧北郷町

13日南市内かつ不明
3,198串間市

993その他
47,047総計

県立日南病院 日南市立中部病院
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3-8．２病院のレセプトデータに基づく状況調査
病床区分別入院患者数

• 入院料基準では、高度急性期機能は、県立日南病院が対応している。

• 急性期機能は、約9割を県立日南病院、約1割を日南市立中部病院が対応している。

• 包括期機能は、約3割を県立日南病院、約7割を日南市立中部病院が対応している。

＜備考＞
高度急性期：ハイケアユニット入院医療管理料1、急性期は急性期一般入院料１～６
回復期 ：地域包括ケア病棟入院料/入院医療管理料、回復期リハビリテーション病棟入院料３
小児医療 ：小児入院医療管理料５、その他は一般特別入院基本料および短期滞在手術３、入院料記載なしを含む

病院局 24
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3-9．２病院のレセプトデータに基づく状況調査
病床区分別患者数の将来推計

• ２病院合算の将来推計患者数は、2040年時点で急性期相当以上患者は約110人/日、回復期

相当患者は約60人/日まで減少する。

＜備考＞
推計患者数は、2025年度の各患者の入院料別算定日数に、2025年を基準とした性別・年齢区分別の人口増減率を乗じて延べ患者日数を推計し、
その合計を365日で除して1日当たりの患者数として算出した。
また、急性期一般入院料（回復期相当）の患者数は、各患者について、1日当たりの診療報酬単価が「地域包括ケア病棟入院料1 」（加算なし）を
算定した場合の単価を下回る延べ患者数を集計し、その合計を365日で除して1日当たりの患者数として算出した。

病院局 25
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3-10．２病院の職種別人員の統計値比較

• ２病院ともに、同規模病床換算の自治体病院ベンチマークと比較して常勤換算職員数は多い。

• 特に、看護部門のうち看護師、看護補助者が多い傾向にある。

＜備考＞
BMは「令和７年 病床機能報告制度」（厚生労働省）を株式会社日本経営にて加工
＜BM条件＞
県立日南病院 ：設置主体「都道府県」、DPC医療機関群の種類「DPC標準病院群」、二次救急医療施設の認定の有無「あり」、救急告示病院の告示の有無「有り」

救急車の受入件数「年間1,000件以上」、最大稼働病床数「200～299床」（n=16）
日南市立中部病院：設置主体「市町村」、DPC医療機関群の種類「DPC標準病院ではない」、二次救急医療施設の認定の有無「あり」、救急告示病院の告示の有無「有り」

救急車の受入件数「年間500件以上」、最大稼働病床数「50～99床」、急性期病床「あり」（n=7）

BM差

BM：
同規模

市区町村立
病院平均

日南市立中部病院BM差

BM：
同規模

都道府県立
病院平均

県立日南病院

88床換算88床換算合計非常勤常勤229床換算229床換算合計非常勤常勤

e
=c-d

d
c

=a+b
ba

e
=c-d

d
c

=a+b
ba職種

0.413.714.17.17.0▲10.353.042.34.338.0医師・歯科医師

8.781.391.029.062.054.2230.7284.961.9223.0看護部門

5.565.571.09.062.043.5205.0248.525.5223.0看護師

▲1.63.62.02.00.81.62.42.4准看護師

6.211.818.018.09.924.134.034.0看護業務補助者

▲0.53.53.02.01.00.311.712.01.011.0薬剤師

▲1.34.33.03.00.512.513.01.012.0診療放射線技師

0.54.55.02.03.0▲4.217.012.81.811.0臨床検査技師

15.89.225.025.00.113.813.91.912.0リハビリ技師

1.41.63.03.01.64.46.01.05.0管理栄養士

▲1.31.3▲1.25.24.04.0臨床工学技士
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県立日南病院 日南市立中部病院

61歳以上

51歳以上60歳以下

41歳以上50歳以下

31歳以上40歳以下

30歳以下

3-11．２病院の診療科別医師数・年齢区分別常勤医師数

• 県立日南病院の医師体制は常勤医師の占める割合が高く、20～30代の常勤医師が多い。

• 日南市立中部病院の医師体制は常勤医師は全て40代以上であり、うち約4割が60代である。

＜備考＞
県立日南病院：上記以外の科には常勤の臨床検査（病理診断）科、非常勤の透析、腎臓内科、研修医含む

日南市立中部病院県立日南病院
診療科

小計非常勤常勤小計非常勤常勤

6.33.337.30.37内科
4.04循環器内科

0.90.90.2消化器内科(胃腸内科)
110.2神経内科
112.30.32皮膚科

2.10.12小児科
0.10.1精神科
1.30.315.05外科

3.03泌尿器科
0.10.12.02脳神経外科
0.80.84.04整形外科
0.60.62.02眼科
0.20.20.10.1耳鼻いんこう科

3.03産婦人科
11リハビリ科
11放射線科

2.02麻酔科
1.01歯科
4.03.01上記以外の科

14.37.3742.34.338総数

年齢区分別常勤医師数診療科別医師数
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4-1．日南串間医療圏の現状と課題｜分析結果サマリ①

【需要動向】

• 在宅需要を除いて、日南串間医療圏の需要はすでにピークアウトしている。

• 2040年頃には2020年比で入院需要が▲15％、外来需要が▲27％となる見込み。

• 急性期症例（DPC入院患者数）については、入院全体よりも早い減少見込み。

【圏域内需要への対応状況（地域完結率）】

• 入外ともに全体では90％以上が医療圏内で完結している。

• 一方で、入院のうち高度急性期、急性期、精神は、宮崎市等への流出傾向が一定数みられる。

• 救急搬送は、日南市管内搬送の約90％、串間市管内搬送の約85％を医療圏内で完結できている。

• 救急搬送のうち、入院を伴う中等症・重症は、１割程度が医療圏外の宮崎市へ流出している。

【2病院の経営状況】

• 2病院の2025年度は医業利益、経常利益ともに赤字であり、簡易CFベースでも赤字。

• 経年で見ると、2病院とも医業利益ベースの赤字が拡大しており、一般会計負担金も増加傾向。

2病院ともに医業費用の増加が見られ、医業収益に対する給与費率が高いことが課題である。

• 許可病床に対する病床稼働率は60％～70％程度と低い状況である。
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4-1．日南串間医療圏の現状と課題｜分析結果サマリ②

【2病院のレセプトデータ調査】

• 高度急性期・急性期機能は県立日南病院が、回復期機能は２病院それぞれが対応している。

• 2病院の病床区分別の将来推計患者数は、急性期相当以上患者は2040年に約110人/日、回復期

相当患者は2040年に約60人/日まで減少する見込み。

【2病院の人員体制】

• 2病院ともに類似規模・機能の病院と比較すると職員数が多い傾向にあり、特に、看護部門のう

ち看護師、看護補助者については手厚い配置となっている。

• 県立日南病院は20～30代の常勤医師が多い傾向であり、常勤医師割合は比較的高い。

• 日南市立中部病院は、医師のうち非常勤医師割合が高く、常勤医師は全員40代以上となってお

り、そのうち約4割が60代である。

病院局 29
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4-2．日南串間医療圏における地域医療構想推進の主な考え方①

急性期拠点機能（治す医療）

• 医療資源を要する手術、重症救急、高度専門医療を集約。
• 人的資源の集約による持続可能な働き方と医療の質確保。
• 人口の少ない地域は、人口・需要の減少を加味し医療資源を1か所に集約した効率的な
提供体制の構築が重要。

高齢者救急、地域急性期機能（治し、支える医療）

• 高齢者救急等への対応、下り搬送の受入、リハビリ・退院調整等による在宅復帰支援、
高齢者施設との連携。

• 人口の少ない地域では、急性期拠点機能との連携が重要であり、急性期拠点機能への集
約化の方向性や、人材・症例数の確保、地域の実情等を踏まえ、具体的に担う役割の範
囲や規模等の検討が必要。

在宅医療等連携機能（治し、支える医療）

• 在宅医療、他医療機関や施設等と連携した急変時初期対応。
• 人口の少ない地域では、診療所等だけで在宅医療の維持が困難な場合、病院等が在宅医

療や在宅患者の後方支援を担う等、地域の医療資源に応じた役割の検討が必要。

円滑な後方支援の実施

新たな地域医療構想ガイドラインが示す主な医療機能（概要）

生活圏の受け皿の整備と円滑な後方支援の実施

病院局 30
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4-2．日南串間医療圏における地域医療構想推進の主な考え方②

■供給
• 高齢患者の外来はほぼ全てを医療圏内で完結。
• 入院は全体では90％以上を医療圏内で完結。高度急性期、精神は一部宮崎市等に流出。
• DPC症例は、約30％が他圏域に流出。
• 救急は、全体では医療圏内での完結率も高め。一部搬送事例（重症・中等症や転院搬送）は、

宮崎市等の圏域外への流出が一定程度存在。

日南串間医療圏の現況

■日南串間医療圏における考え方
• 日南串間医療圏は全体としては圏域内の需要の地域完結率が比較的高いが、中等症以上の救急や急性期入院

等で宮崎市等の圏域外への患者流出が見られ、今後患者数が減少する中でも現状の完結状況をどう維持・向
上させていくかが論点である。また、在宅医療以外の医療需要が全体として減少傾向にあるため、各医療機
関の患者数の確保（収益の確保）も課題となる。

• また、当該医療圏は、「人口の少ない地域（人口20万人以下）」であるため、医療の質の確保や持続可能な
働き方の観点から、急性期医療を集約した効率的な提供体制を構築することが必要であり、区域内のみで対
応が困難な医療は隣接する区域との一体的な提供（広域連携）も前提に、医療機関間の連携体制の構築等を
行う必要がある。

• 地域で必要な医療機能を確保し、構想区域内の地域完結率を維持・向上させていくためには、急性期機能の
集約と医療資源の再配分が必要である。

■需要
• 総人口はすでにピークアウト。後期高齢者のみ2030年がピークで、その他は減少。
• 入院・外来ともに需要はすでにピークアウト。DPC患者数（急性期相当）は入院全体よりも速

いペースで減少し、救急や手術需要も減少。在宅医療の需要は2040年までほぼ横ばい。

日南串間医療圏における考え方

病院局 31
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今後の両院の担うべき医療機能や連携のあり方について

株式会社日本経営

資料No.2

病院局 33

【参考２】



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 34

【再掲】日南串間医療圏における地域医療構想推進の主な考え方①

急性期拠点機能（治す医療）

• 医療資源を要する手術、重症救急、高度専門医療を集約。
• 人的資源の集約による持続可能な働き方と医療の質確保。
• 人口の少ない地域は、人口・需要の減少を加味し医療資源を1か所に集約した効率的な
提供体制の構築が重要。

高齢者救急、地域急性期機能（治し、支える医療）

• 高齢者救急等への対応、下り搬送の受入、リハビリ・退院調整等による在宅復帰支援、
高齢者施設との連携。

• 人口の少ない地域では、急性期拠点機能との連携が重要であり、急性期拠点機能への集
約化の方向性や、人材・症例数の確保、地域の実情等を踏まえ、具体的に担う役割の範
囲や規模等の検討が必要。

在宅医療等連携機能（治し、支える医療）

• 在宅医療、他医療機関や施設等と連携した急変時初期対応。
• 人口の少ない地域では、診療所等だけで在宅医療の維持が困難な場合、病院等が在宅医

療や在宅患者の後方支援を担う等、地域の医療資源に応じた役割の検討が必要。

円滑な後方支援の実施

新たな地域医療構想ガイドラインが示す主な医療機能（概要）

生活圏の受け皿の整備と円滑な後方支援の実施

病院局 34
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■供給
• 高齢患者の外来はほぼ全てを医療圏内で完結。
• 入院は全体では90％以上を医療圏内で完結。高度急性期、精神は一部宮崎市等に流出。
• DPC症例は、約30％が他圏域に流出。
• 救急は、全体では医療圏内での完結率も高め。一部搬送事例（重症・中等症や転院搬送）は、

宮崎市等の圏域外への流出が一定程度存在。

【再掲】日南串間医療圏における地域医療構想推進の主な考え方②

日南串間医療圏の現況

■日南串間医療圏における考え方
• 日南串間医療圏は全体としては圏域内の需要の地域完結率が比較的高いが、中等症以上の救急や急性期入院

等で宮崎市等の圏域外への患者流出が見られ、今後患者数が減少する中でも現状の完結状況をどう維持・向
上させていくかが論点である。また、在宅医療以外の医療需要が全体として減少傾向にあるため、各医療機
関の患者数の確保（収益の確保）も課題となる。

• また、当該医療圏は、「人口の少ない地域（人口20万人以下）」であるため、医療の質の確保や持続可能な
働き方の観点から、急性期医療を集約した効率的な提供体制を構築することが必要であり、区域内のみで対
応が困難な医療は隣接する区域との一体的な提供（広域連携）も前提に、医療機関間の連携体制の構築等を
行う必要がある。

• 地域で必要な医療機能を確保し、構想区域内の地域完結率を維持・向上させていくためには、急性期機能の
集約と医療資源の再配分が必要である。

■需要
• 総人口はすでにピークアウト。後期高齢者のみ2030年がピークで、その他は減少。
• 入院・外来ともに需要はすでにピークアウト。DPC患者数（急性期相当）は入院全体よりも速

いペースで減少し、救急や手術需要も減少。在宅医療の需要は2040年までほぼ横ばい。

日南串間医療圏における考え方

病院局 35



日南串間医療圏においてどの病院がどの医療機関機能を持つのか

【前提】日南串間医療圏＝人口の少ない地域
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圏域内で完結が困難な高度急性期等は第三次救急医療施設等へ搬送

１ 新たな地域医療構想を踏まえた役割分担

（２）県立日南病院及び日南市立中部病院の役割分担・機能分化について
第1回あり方検討委員会資料

より再掲（一部修正）

病院局 36
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両院の医療連携のあり方についての具体例

連携による効率化の可能性連携内容（例）

○紹介・逆紹介の円滑化、地域連携パスの共同運用、
退院支援・在宅移行の連携、合同カンファレンスの実施

診療連携

○救急搬送受入時のトリアージからの患者受け渡し連携、
救急応需後の下り搬送・受入ルールの明確化

救急運用

○CT・MRI・血管造影装置等の高額医療機器の共同利用
○県立日南病院の未利用フロアの共同利活用

共同利用

○給食、清掃、寝具、医療廃棄物処理、警備、医療機器保守等の共同発注
○医薬品や診療材料の共同購入

共同発注

○医師の相互応援・派遣、当直体制の補完
○合同研修・教育プログラムの実施、人事交流

人的資源のカバー

○合同防災計画の策定、災害時の役割分担
○合同防災訓練の実施、備蓄の相互融通、BCPの整合
○看護師・薬剤師・技師等の兼務や応援

災害時の一体運営

○両院の経営方針・投資計画の調整、医療機能・病床機能の分担方針の決定
○共通の経営指標によるモニタリング

運営・ガバナンス

病院局 37
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中部病院が移転する場合の候補地の検討について

日南市健康増進課

資料No.３

病院局 39
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移転候補地検討の視点・評価基準①

南海トラフ巨大地震等の災害への対応として、中部病院移転に向けた候補地の検討を実施

。

一定程度の面積を有する遊休地を市内４か所に絞り込み、さらに後述の評価項目をもとに

評価を行った。

①現中部病院（14,751㎡）
日南市大堂津５丁目10番１号

②南郷福祉センター前（10,841㎡）
日南市南郷町中村乙7051番97号外

③県立日南病院隣接地（9,183㎡）
日南市木山１丁目10番地１号

④旧楠原ゴルフ場用地（35,416㎡）
日南市大字楠原1604番外

病院局 40
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移転候補地検討の視点・評価基準②

評価にあたっては、次の５つの項目を評価基準とする。

■ 評価項目(５つの観点)

ア 災害・危機管理 南海トラフ地震に伴う津波浸水想定 等

ウ 敷地・立地条件 面積、用途地域、所有者、地形・造成の要否 等

エ 費用・経済性 解体費用、造成費用 等

オ 交通アクセス利便性 最寄駅・幹線道路までの距離、公共交通の有無 等

イ 県立日南病院との
医療連携

距離・所要時間、連携による医療機能の維持・向上 等

■検討の進め方

まず、「ア災害・危機管理」の評価項目で一次選別を実施(津波浸水リスクが
高い候補地を除外)し、次に、残存候補地について、残りの４項目を含めて総合
評価した。

病院局 41
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候補地①現中部病院(建替) 一次選別で除外

津波浸水想定(出所:日南市WEBハザードマップより)

・所在地:日南市大堂津5丁目10番1号

・敷地面積: 14,751㎡(現況:病院)

・津波浸水想定:６～８ｍ

・評価:周辺の幹線道路も浸水する想定。浸水想定より

高い大規模な造成をした場合でも、周辺の浸水により、

電気・水道・道路等の生活インフラが寸断されるリス

クが大きく、医療継続性に多大な影響を及ぼす可能性

が高い。

災害・危機管理の観点から不適格と判断し、

検討対象から除外。

病院局 42
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候補地②南郷福祉センター前 一次選別で除外

津波浸水想定(出所:日南市WEBハザードマップより)

・所在地:日南市南郷町中村乙7051番97号外

・敷地面積:10,841㎡(現況:未利用地)

・津波浸水想定:４～６ｍ

・評価:浸水想定は候補地①ほどではないものの、

浸水リスクが高い。候補地①と同様の理由から、

医療継続性に多大な影響を及ぼす可能性が高い。

5

災害・危機管理の観点から不適格と判断し、

検討対象から除外。

病院局 43
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候補地③県立日南病院隣接地 継続検討(総合評価の対象)

・所在地: 日南市木山1丁目10番地1号
・敷地面積: 9,183㎡(公社所有地、既存建物なし)
ア災害・危機管理: 

○ 津波浸水想定0mでリスクは低い。

○ 津波浸水発生時も油津側に浸水はあるが、吾田側

の幹線道路へのアクセスが可能。

△ 一部が土砂災害警戒区域となっている。

イ 医療連携:
○ 県立日南病院に隣接し、地理的近接性を活かした

医療連携が極めて容易。
ウ 敷地条件:
○ 平坦地であり、大規模な造成は不要と見込まれる｡
○ 立地適正化計画上の都市機能誘導区域、居住誘導区域

エ 費用:
○ 解体・造成費用が不要で初期費用を抑制可能。
※公社所有地のため土地取得費用(約2億5千万円)が必要。

○ 県立日南病院との施設等の共同利用ができれば、
建物延床面積及び建設費用の抑制も見込まれる。

オ 交通アクセス: 
○ 最寄駅（JR油津駅）から1km・車5分・徒歩10分
○ バス停あり(宮崎交通)。
○ (仮)油津IC建設中。

○ 市内各地からのアクセス

土砂災害特別警戒区域(出所:日南市WEBハザードマップより)

県立日南病院

津波浸水想定区域(出所:日南市WEBハザードマップより)

吾田側

油津側

病院局 44
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候補地④旧楠原ゴルフ場用地 継続検討(総合評価の対象)

・所在地: 日南市大字楠原1604番外

・敷地面積: 35,416㎡(現況:通信基地・雑種地)
ア災害・危機管理: 

○ 津波浸水想定0mでリスクは低い。

× 周辺道路が土砂災害特別警戒区域で、急斜面の

崩壊の懸念、かつアクセス路の遮断リスクあり。

イ 医療連携: 
△ 地理的距離・交通条件から、他の候補地と

比較して、県立日南病院との連携の点で不利。
ウ 敷地条件: 
× ゴルフ場跡地のため大部分が傾斜地で、大規模な

造成工事が必要。
△ ラジオ局に関連する鉄塔があり、一部利用が困難
× 立地適正化計画上の誘導区域ではない。

エ 費用: 
× 大規模造成により多額の費用が見込まれる。

オ 交通アクセス: 
× 最寄駅（JR飫肥駅）から2.5km、徒歩30分以上。

△ コミュニティバスのバス停あり（1日3往復程度）

△ 県立日南病院まで8km・車14分。

△ 一部離合のしづらい道路があり、救急搬送や市民

の利便性を考えると、道路整備の必要性があり。

○ 市内各地からのアクセス

土砂災害特別警戒区域(出所:日南市WEBハザードマップ)
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移転候補地の評価比較表

④旧楠原ゴルフ場用地③県立日南病院隣接地②南郷福祉センター前①現中部病院

○○××津波浸水想定
ア
災害・
危機管理

×△○○その他災害リスク

×○××災害時の
アクセス路確保

△○県立日南病院との
医療連携

イ
医療連携

×○地形・造成の
要否等ウ

敷地・
立地条件 ×○立地適正化計画上の誘導区域

×○地形・造成等の
費用

エ
費用・経済性

△○救急搬送（消防本部）の到達
性

オ
交通アクセス
利便性

×○幹線道路
・市街地からのアクセス

△○公共交通（ＪＲ・バス）

○○市内各地からのアクセス

現況：未利用地
通信基地・雑種地
鉄塔が建っており、一部土地
が利用できない。

現況：未利用地
※緊急ヘリポートとして指定
されている
県立日南病院の建物・設備
の共同利用ができれば事業
費圧縮の可能性がある。

備考

8
病院局 46



2026 © NIHONKEIEI Co.,Ltd. 47

まとめ:③県立日南病院隣接地が最適である理由

ア災害・危機管理: 
南海トラフ地震に伴う津波浸水想定が0mであり、さらに主要幹線道路へのアクセスが可能であるため、災害時に

おける医療継続性が高い。

イ 県立日南病院との医療連携: 
隣接地に位置することで、効率的な医療連携が期待できる。「日南市内の公立病院の医療連携等に係る基本協定」

に基づき、診療機能の分担・連携等、切れ目のない医療連携を実現できる。

以上の総合的な評価から、③県立日南病院隣接地が、将来にわたる高度で良質な医療の安定的な提供に
とって、最適な移転候補地であると考える。

オ 交通アクセス利便性: 
県立日南病院の隣接地は、市内各所からのアクセス、公共交通機関、主要幹線道路への接続が良好であり、救急搬

送の迅速性も確保される。他の候補地に比べ敷地面積が狭いことから、駐車場確保の課題はあるものの、立体駐車場
等の設置により解決できると考えられる。

エ 費用・経済性: 
既存の県立日南病院との施設共同利用ができれば、新設建物の規模を抑えることが可能であり、建設費用の削減を

見込むことができる。また、医療機械の共同利用等による経費削減のメリットも期待できる。

ウ 敷地・立地条件: 
公社所有地であるため取得費用が発生するが、土地取得の容易性に加え、既存建物がなく平坦であることから解体

費用や大規模な造成費用が不要であり、初期費用を抑制できる。
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移転候補地検討｜２病院が隣接することのメリット

想定される連携案

隣接した場合のメリット具体的なイメージ連携内容（案）

転院に係る負担軽減
○紹介・逆紹介の円滑化、地域連携パスの共同運用、退院支援・
在宅移行の連携、合同カンファレンスの実施

診療連携

搬送時間の短縮
○救急搬送受入時のトリアージからの患者受け渡し連携、
救急応需後の下り搬送・受入ルールの明確化

救急運用

施設・設備の共同利用
による経費削減

○CT・MRI・血管造影装置等の高額医療機器の共同利用
○県立日南病院の未利用フロアの共同利活用

共同利用

給食や清掃等２病院で
一体として対応することで、
経費削減が見込める

○給食、清掃、寝具、医療廃棄物処理、警備、医療機器保守等の
共同発注

○医薬品や診療材料の共同購入
共同発注

より緊密な連携による
医療体制の充実

○医師の相互応援・派遣、当直体制の補完
○合同研修・教育プログラムの実施、人事交流

人的資源の
カバー

相互支援の即応性が
高くなる

○合同防災計画の策定、災害時の役割分担
○合同防災訓練の実施、備蓄の相互融通、BCPの整合
○看護師・薬剤師・技師等の兼務や応援

災害時の
一体運営

より明確な役割分担が
可能

○両院の経営方針・投資計画の調整、医療機能・病床機能の分担
方針の決定

○共通の経営指標によるモニタリング

運営・
ガバナンス
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